
財務諸表の注記 （法人全体）

該当なし

2.      重要な会計方針

時価のないも
の

移動平均法による原価法によっている。

定額法によっている。

定額法によっている。

①     徴収不能引当金

②     賞与引当金

③     退職給付引当金

該当なし

1.      駿河会本部

2.      特別養護老人ホーム晃の園

3.      晃の園ショートステイ

4.      デイサービスセンター嘉響
5.      特別養護老人ホーム晃の園清響

②     ラポーレ拠点（社会福祉事業）
1.      ケアハウスラポーレ駿河

(5).  各拠点区分におけるサービス区分の内容

①     晃の園拠点（社会福祉事業）

5.      法人が作成する財務諸表等と拠点区分、サービス区分

当法人の作成する財務諸表は以下のとおりになっている

(1).  法人全体の財務諸表（第１号の１様式、第２号の１様式、第３号の１
様式）
(2).  事業区分別内訳表（第１号の２様式、第２号の２様式、第３号の２様
式）
(3).  社会福祉事業における拠点区分別内訳表（第１号の３様式、第２号の
３様式、第３号の３様式）
(4).  公益事業における拠点区分別内訳表（第１号の３様式、第２号の３様
式、第３号の３様式）

債権の徴収不能額に備えるため、一括評
価債権については過去の徴収不能額の発
生割合により、個別評価債権については
個別に徴収可能性を勘案して徴収不能見
込額を計上している。

職員に対する賞与の支給に備えるため、
支給見込み額のうち当期に帰属する額を
計上している。

職員の退職給付に備えるため、当期末に
おける退職給付債務に基づき、当期末に
おいて発生していると認められる額を計
上している。

3.      重要な会計方針の変更

4.      法人で採用する退職給付制度

退職給付制度は、独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手
当共済制度及び静岡県社会福祉事業共済会の退職共済制度によっている。

①     有形固定資産

②     無形固定資産

(1).  有価証券の評価方法

(3).  引当金の計上基準

平成26年度　社会福祉法人駿河会

1.      継続事業の前提に関する注記

①     満期保有目的の債券以外の有価証券

(2).  固定資産の減価償却の方法
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③     山崎拠点（社会福祉事業）
1.      介護予防デイサービスセンターごろざ

④     公益ラポーレ拠点（公益事業）
1.      ラポーレ駿河居宅介護支援事業所
2.      静岡市葵区藁科地域包括支援センター

⑤     公益服織拠点（公益事業）
1.      静岡市葵区服織地域包括支援センター

⑥     公益大川拠点（公益事業）
1.      大川地区高齢者生活福祉センター

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

土地 325,670,518 325,670,518

建物 1,597,911,142 40,612,877 67,485,424 1,571,038,595

合計 1,923,581,660 40,612,877 67,485,424 1,896,709,113

該当なし

8.      担保に供している資産
(1).  担保に供されている資産は以下のとおりである。

①     土地（基本財産） 317,129,518

② 建物（基本財産） 1,556,956,719

計 1,874,086,237

(2).  担保している債務の種類及び金額は以下のとおりである
①     設備資金借入金 328,600,000

（1年以内返済予定額を含む）
計 328,600,000

9.      固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

種別 取得価額 減価償却累計
額

当期末残高
建物（基本財産） 3,116,647,807 1,545,609,212 1,571,038,595

建物（その他） 2,525,235 2,029,712 495,523

構築物 12,350,000 6,334,380 6,015,620

車輛運搬具 14,738,047 14,738,039 7

器具及び備品 143,320,909 124,142,802 19,178,106

ソフトウェア 4,320,000 2,710,596 1,609,404

合計 3,293,901,998 1,695,564,741 1,598,337,255

10.   満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
該当なし

11.   関連当事者との取引の内容

該当なし

12.   重要な偶発債務

該当なし

13.   重要な後発事象

該当なし

該当なし
以上

7.      会計基準第３章第４（４）及び（６）の規定による基本金、又は国庫補助金等特別積立金
の取り崩し

14.   その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資
産の状態を明らかにするために必要な事項

2.      晃の園デイサービス

3.      ラポーレ駿河ホームヘルプサービス

6.      基本財産の増減の内容及び金額
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